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 別紙   
 
 
 

ＩＰＡ賞対象部門及び対象者 
 
 
1. ソフトウェア部門 

ソフトウェアの分野（オープンソースソフトウェアの分野を除く）において、機構の支援を受け

て、独創性及び社会的波及効果が高い等、優れた開発成果をあげた個人又はグループ若しくは機構

の支援を受けて開発した成果を早期に事業化した個人又はグループ。 
 
 
2. オープンソースソフトウェア部門 

オープンソースソフトウェアの分野において、機構の支援を受けて開発した成果が優れており、

社会的波及効果が高い等、優れた開発成果をあげた個人又はグループ若しくは機構の事業を通じて、

オープンソースソフトウェアの整備及び普及に貢献した個人又はグループ。 
 
 

3. ソフトウェアエンジニアリング部門 
機構の事業を通じて、ソフトウェアを短納期及び低コストで開発するための評価及び改善手法の

開発、標準化及び普及等の実施により、ソフトウェア開発手法の向上に貢献した個人又はグループ。 
 
 

4. 情報セキュリティ部門 
機構の事業を通じて、又は機構と協力・連携して、ウィルス・不正アクセス対策、脆弱性対策、

暗号技術又はセキュリティ評価・認証その他の情報セキュリティに関する開発、標準化及び普及等

の実施により、情報システムの安全性の向上に貢献した個人又はグループ。 
 
 

5. 人材育成部門 
機構の事業を通じて、又は協力・連携して、ＩＴスキル標準の整備及び普及又は中小企業及び地

域のＩＴ化の支援又は情報処理技術者試験の運営又は天才プログラマー／スーパークリエータの

指導等の実施により、ＩＴ分野の人材育成の促進に貢献した個人又はグループ。 
 
 

6. 事業化支援部門 
機構が過去に支援した企業の事業化支援に貢献した個人又はグループ。 

 
 

7. ＩＴ化促進部門 
機構のＩＴ化促進等の事業に貢献した個人又はグループ（上記１．から６．までに該当するもの

を除く）。 
 



 

 2

１．ソフトウェア部門 
 
(1) 受賞者 
   

福野
ふくの

 泰介
たいすけ

  （株式会社 jig.jp（ジグジェイピー） 代表取締役社長） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 受賞者の功績 

2003 年度中小ＩＴベンチャー支援事業1での成果を用いて、世界に先駆けて携帯電話向け Java プ
ラットフォーム上で動くＰＣサイト閲覧用のブラウザを開発した。 
  具体的には、携帯電話では閲覧不可能だったＰＣサイトをそのまま表示し、上下左右・斜めのスク

ロールを可能にした。その他、携帯電話の画面の大きさに合わせて画像縮小や文章の改行・位置調整

が可能な上、動作が高速である等、従来の携帯電話ブラウザにはない機能及び操作性を実現した。 
  本ソフトウェアは、月額 1050 円という携帯電話のアプリケーションとしては、高価な価格設定な
がら、2004年 10月のサービス開始から 3ヶ月で 7,000ユーザー、2005年 3月末日には 15,000ユー
ザーに達する等、ユーザー数は順調に伸びている。 

 
 
(3) 選定理由 
同氏がＩＰＡの事業成果をもとに製品化した「jigブラウザ」は、ＰＣで閲覧するホームページを携
帯電話においても閲覧可能とするものであり、携帯電話の新しい利用分野を提案するものである。ま

た、ユーザー数も順調に伸びている等、開発後、速やかに事業化を図ることにも成功している。 
さらに、「jig ブラウザ」のユーザーインターフェースは、他の携帯電話上で動くブラウザに比べ優
れており、この背景となる「jigブラウザ」で利用されているコンテンツ圧縮技術は、技術的にも高く
評価できるため選定された。 
 
 

                                                  
1 中小ＩＴベンチャー支援事業： 優れた技術シーズを持ちながら、厳しい経済環境の中で資金力あるいは事業化経験の
少なさから、事業化の実現が困難である中小ＩＴベンチャー企業に、その技術シーズを核に、市場を見据えたソフトウ

ェア製品の商品化から事業化までを包括的に支援を行うものである。 

 

略歴 
1999年  3月 国立福井工業高等専門学校 電子情報工学科 卒業 
2000年  5月 有限会社シャフト設立 取締役 就任 
2001年  3月 有限会社ユーエヌアイ研究所設立 代表取締役 就任 
2003年  5月 株式会社 jig.jp設立 代表取締役社長就任 
2003年  9月 パケット代節約アプリケーション『jigアプリ』を発売 
2004年 10月 携帯電話初のフルブラウザ『jigブラウザ』を発売 

写真 
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２．オープンソースソフトウェア部門 
 
(1) 受賞者 
   オープン プリンティングプロジェクト 

【代    表】 中島
なかじま

 豊
とよ

久
ひさ

 
          （エプソンアヴァシス株式会社 執行役員 ET事業部 事業部長） 

【参加メンバー】 竹岡
たけおか

   尚 三
しょうぞう

 （株式会社アックス 代表取締役社長） 

 谷口
たにぐち

    剛
つよし

 （ターボリナックス株式会社 取締役技術担当） 

 萩原
はぎわら

    秀和
ひでかず

  （株式会社ミントウェーブ  
           名古屋工場シンクライアントグループマネージャー） 

 木村
きむら

      修
おさむ

 （株式会社 E&D 代表取締役社長） 

 貫
かん

定
じょう

   秀
ひで

典
のり

 （株式会社 BBR 代表取締役社長） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（円内は竹岡氏、左から、木村、貫定、中島、谷口、萩原の各氏） 

 
 
(2) 受賞者の功績 

2003年度オープンソフトウェア活用基盤整備事業2の「共通のオープン プリンティングシステム

の開発」において、オープンソース環境における印刷環境の改善を行い、高度なプリンタ機能の利用

を可能にした。 
  また、開発・利用のためのプラットフォームを整備することで、今後発売されるプリンタについて

も、容易にドライバ開発を行うことができるようになり、高性能プリンタをオープンソース環境で利

用できる仕組みを提供した。 
  さらに、「オープン プリンティングプロジェクト成果発表会」の開催や、リナックス関連製品展

示会への成果出展、セミナー・勉強会開催など、オープン プリンティングプロジェクトの成果を普

及させるために各種活動を行った。 
 
 
(3) 選定理由 
同グループは、従来、オープンソース環境において、充分なソフトウェアが提供されていなかった

プリンタ機能関連ソフトウェア分野にて、プリンタ関連会社の調整を行いつつ飛躍的に向上させ、こ

れによって、デスクトップ利用をはじめとする多くの利用分野で、オープンソースが活用される契機

となった点が高く評価できるため選定された。

                                                  
2 オープンソースソフトウェアは、信頼性、セキュリティの確保に効果を発揮すると考えられる一方で、活用を促進する
ための基礎が未整備である。このため、当機構では、オープンソースソフトウェアを安心して活用するための基盤を整

備することを目的に、2003 年度から「オープンソースソフトウェア活用基盤整備事業」を実施している。 

 
グループの略歴 
オープン  プリンティングプロジェクトは、Free 

Standards Group OpenPrinting WGで検討･策定が進め
られているオープンソフトウェア環境下での印刷シス

テムの仕様･API に基づくリファレンスプログラムの設
計･開発を行い、その仕様の実用性の検証と印刷システ

ムの普及活動を行うことを目的に 2003年 5月に設立さ
れた。 
現在も、新機種向けのドライバの公開、各種セミナ

ー等での講演等、活動を継続している。 
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３．ソフトウェアエンジニアリング部門 
 
(1) 受賞者 

   中森
なかもり

 義幸
よしゆき

 （株式会社ＣＳＫ サービス品質保証部 部長） 
 

 
 
 
(2) 受賞者の功績 
経済産業省のエンタプライズ系開発力強化委員会の定量データ分析部会の副主査として活動して

いる。 
  ＩＰＡソフトウエア・エンジニアリング・センター（ＳＥＣ）において、エンタプライズ系プロジ

ェクトの特性を把握するための「データの項目定義書」を作成するとともに、「企業の持つプロジェ

クトデータを収集したデータベース」の構築のために多数のデータを提供した。 
  さらに、ＳＥＣに対して、品質管理者の立場からの助言、資料の提供、データの提供、分析の検討、

データベースの作成に至る一連の活動を広く支援した。 
 
 
(3) 選定理由 
同氏は、ソフトウェア開発プロジェクトの定量化のために「データの項目定義書」の作成及び「プ

ロジェクトデータを収集したデータベース」の構築を推進することにおいて主導的役割を果たした。 
  特に、プロジェクトデータ収集に当たっては、他社に先駆けて多数のデータを提供し、他社のデー

タ提供の先導役を果たした点が高く評価できるため選定された。 

略歴 
1977年 京都産業大学理学部計算機科学科卒業 
1977年 コンピュータサービス株式会社(現ＣＳＫ)入社 
   ～   大規模からパソコンまでの受託開発に従事 
1992年 生産技術部(大阪)へ配属。受託関連の規定の整備など制度・仕組化

を担当。 
1995年 生産技術部部門長 
2001年 品質保証部部長（現職） 
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４．情報セキュリティ部門（その１） 
 
 (1) 受賞者 

有限責任中間法人 JPCERT コーディネーションセンター 情報流通対策グループ 

伊藤
いとう

 友里
ゆ り

恵
え

 （同グループ マネージャ） 

戸田
と だ

 洋三
ようぞう

 （同グループ 業務リーダ）  

鎌田
かまた

 敬
けい

介
すけ

、 平田
ひらた

 雅浩
まさひろ

、 菊池
きくち

 完人
かんと

、 箕
み

川
がわ

 裕
ひろし

 （同グループ メンバー） 

大 林
おおばやし

 正英
まさひで

 （JPCERT/CC 経営企画室長） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（左から 平田、戸田、鎌田、伊藤、菊池、箕川の各氏） 

(2) 受賞者の功績 
ＩＰＡが主催した「情報システム等の脆弱性情報の取扱いに関する研究会」の幹事として、「情報

セキュリティ早期警戒パートナーシップガイドライン」策定に尽力した。                  

  情報セキュリティ早期警戒パートナーシップの運用に当たっては、脆弱性関連情報に関する届出機

関であるＩＰＡのパートナー調整機関として、ソフトウェア製品開発ベンダーへの一般公表前の脆弱

性関連情報の提供、対応依頼、公表日の調整、海外 CSIRT（コンピュータ セキュリティ インシデン
ト レスポンス チーム）との連携、対策情報公表ポータルサイト(ＪＶＮ3)の運用等を担当し、脆弱性
関連情報の適切な流通とコーディネーションにより、コンピュータ不正アクセス、コンピュータウイ

ルス等による被害発生を抑制する枠組みの構築に尽力した。 
 
(3) 選定理由 

2004 年 7 月 8 日に運用が開始された「情報セキュリティ早期警戒パートナーシップ」は、ソフト
ウェア脆弱性情報の共有・流通体制を整備することで、官民の早期警戒体制を促進する試みであり、

世界でも例を見ないものである。 
同グループが、その策定に当たって貢献した「情報セキュリティ早期警戒パートナーシップガイド

ライン」は、脆弱性関連制度の根幹をなすものである。 
また、制度運用開始後に同グループが、調整機関として果たしている機能は、同制度運用に当たっ

ての中核となっている。 
このように、同グループは、コンピュータ不正アクセス、コンピュータウイルス等による被害発生

を抑制する枠組みの構築及びその運用に多大な貢献があったため選定された。 
                                                  
3 JVN: JP Vendor Status Notes 

グループの略歴 
1992年 ボランティアベースの活動開始。コンピュータ 

セキュリティインシデント報告対応業務開始  

1996年  任意団体コンピュータ緊急対応センター   

(JPCERT/CC)発足。 

2003年  中間法人格取得  

    CERT/CCとのパートナーシップ締結 

    JVN試験運用開始 

2004年 経済産業省告示第235号「ソフトウェア等脆弱性関連
情報取扱基準」において、調整機関に指定される 

    JVN本運用開始 
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４．情報セキュリティ部門（その２） 
 
(1) 受賞者 

   櫻井
さくらい

 幸一
こういち

 （九州大学 大学院システム情報科学研究院 情報工学部門 教授） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 受賞者の功績 
情報セキュリティ技術の国際標準化を担当する国内委員会である「ISO/IEC JTC14 SC 275（情報通

信セキュリティ）専門委員会」の委員及び暗号技術を担当するワーキンググループである「ISO/IEC 
JTC1 SC 27/WG 2 小委員会」の主査として情報セキュリティ技術の国際標準化活動を行った
（1990-1994年、1999年-現在）。 

ISO/IECの国際会議において、ストリーム暗号6に関する標準化の取りまとめ役であるプロジェクト

エディタを努めた。（2001年-現在）。 
 暗号技術検討会の構成員、並びに暗号技術評価委員会及び共通鍵暗号評価小委員会の委員として、電

子政府推奨暗号リストを策定した（2000-2001年度）。 
暗号技術検討会の構成員として、電子政府推奨暗号の監視等に関する事項について、総合的観点か

ら検討した（2003年度以降）。 
 
 
(3) 選定理由 
同氏は、ISO/IEC における暗号アルゴリズムの標準化プロジェクトに関し、積極的な調整を行い、

ISO/IEC において採択が予定されている 13 件のアルゴリズムのうち 5 件を我が国のベンダーが開発
したアルゴリズムで占めるという快挙を達成した。 
  さらに、電子政府推奨暗号リストの作成にあたり、CRYPTREC7の様々な委員会において、中心的

役割を果たす等、我が国の暗号技術の向上に多大な貢献があったため選定された。 

                                                  
4 ISO/IEC JTC1: 情報処理分野の標準化を担当する、ＩＳＯとＩＥＣとのジョイントＴＣ（技術委員会） 
5 SC 27: 情報セキュリティ技術の国際標準化を担当する分科委員会（SC: Sub Committee) 
6 ストリーム暗号とは、平文を１bit ないし１Byte 単位に、ある特定の鍵系列により逐次的に暗号化する手法であり、逐
次暗号とも呼ばれる。 

7 CRYPTREC（クリプトレック）は、Cryptography Research and Evaluation Committees の略で、総務省及び経済産業省
が共同で実施している暗号技術評価プロジェクトである。 

略歴 
1988年 九州大学大学院  工学研究科修士課程修了 
1988年 三菱電機（株）入社  情報電子研究所配属 
1993年 博士（工学）の学位取得（九州大学） 
1995年 九州大学工学部情報工学科助教授就任 
1997年 9月より一年間 米国コロンビア大学計算機科学科に客員

研究員として滞在。 
2002年 九州大学大学院情報工学部門教授（現在に至る） 
2004年 （財）九州情報システム研究所第２研究室長を兼務 
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 ５．人材育成部門 
 
(1) 受賞者 

   竹内
たけうち

 郁
いく

雄
お

 （東京大学大学院 情報理工学系研究科 創造情報学専攻 教授） 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 受賞者の功績 

2000年度のＩＰＡ未踏ソフトウェア創造事業8創設時から現在まで、プロジェクトマネージャー（Ｐ

Ｍ）を歴任するとともに、2002 年度には、若手を対象とした未踏ユース事業を創設することに貢献
した。 
マスコミ等においても広く未踏ソフトウェア創造事業のＰＲを行い、優秀な人材の発掘に寄与した。 

 
 
(3) 選定理由 
同氏は、未踏ソフトウェア創造事業及び未踏ユース事業のＰＭとして、開発者の指導を行うに当た

っては、自ら開発者の元へ足を運び、適切なアドバイス・助言等を行う等、きめ細かいフォローによ

って、当人の能力を最大限に引き出している。 
また、同氏が未踏ソフトウェア創造事業において発掘・育成した人材には、当事業を通して有名に

なった者もおり、産学界で活躍する優秀な人材を発掘・育成する同氏の貢献は卓越しているため選定

された。 

                                                  
8 個人または数名のグループを対象として、次世代の IT 市場創出を担う独創性と優れた能力を持つ研究者（スーパーク
リエイター）を積極的に発掘するとともに、彼らが開発に専念できる環境を整備し、新市場を切り拓くソフトウェアの

開発支援を行っている。 

略歴 
1971年 東京大学大学院理学系研究科修士課程修了 
1988年 ＮＴＴ基礎研究所竹内グループリーダー 
1996年 東京大学より博士（工学） 
1997年 電気通信大学 教授 
2005年 ４月より東京大学大学院情報理工学系研究科創造情報学専攻 教授 
2000年～2001年 

未踏ソフトウェア創造事業プロジェクトマネージャー 
2002年～ 

未踏ソフトウェア創造事業（未踏ユース） 
   プロジェクトマネージャー 
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７．ＩＴ化促進部門 
 
(1) 受賞者 

日本エンジェルズ・インベストメント株式会社 未踏担当者グループ 

紀
きの

  信邦
のぶくに

 （同社 取締役） 

大隅
おおすみ

 孝二
こうじ

 （同社 執行役員） 

本多
ほんだ

 晴美
はるみ

 （同社 経理課長） 

板谷
いたや

 則子
のりこ

 （同社 ＮＡＦ事務局長） 

恒吉
つねよし

 八州男
や す お

 （同社 総務部長） 

 

 

（左から 恒吉、本多、大隈、板谷、紀の各氏） 

 
 
 
(2) 受賞者の功績 
ＩＰＡ未踏ソフトウェア創造事業の開始時（2000年度）から 2004年度までに、１６件のプロジェ
クトマネージャーのサポート及び５５件の開発者のサポートを担当した。 

  未踏ソフトウェア創造事業の成果報告会を、自社のホームページで広く告知することで、開発者を

一般にアピールする場を拡げるとともに、未踏ソフトウェア創造事業自体のＰＲも実施した。  
 
 
(3) 選定理由 
ＩＰＡ未踏ソフトウェア創造事業は、プロジェクトマネージャー独自の眼力と指導力によるところ

が大きい事業であるが、実施に当たって、プロジェクトマネージャーをサポートする組織は不可欠で

ある。 
同グループは、同事業の多くのプロジェクトにおいて、多忙なプロジェクトマネージャーが効率よ

く開発者の指導を行うための手助けや、開発者が煩雑な事務処理に追われずに開発に専念できる環境

を提供した。 
また、自らも優れたソフトウェア開発者である同グループの紀氏を中心に、技術面やベンチャーキ

ャピタルとしての経営的なアドバイスも実施した。 
このように同グループが、未踏ソフトウェア創造事業のＰＭ及び開発者支援という重要な役割を数

年に渡り、精力的かつ積極的に行ってきた貢献は大きいため選定された。 
 

グループの略歴 

2000年 6月 日本エンジェルズ・インベストメント株式会社(NAIC)

を日本エンジェルズ・フォーラム（NAF）の機関投資

会社として個人投資家の出資により設立。 

未踏ソフトウェア創造事業に湯淺プロジェクトマネ

ージャーのサポート組織として参画。 

2002 年 4 月  取締役の紀信邦が未踏ソフトウェア創造事業のプロ

ジェクトマネージャーとなる。 


